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試験研究の取組方針

第 章７

　水産業の振興と持続的な発展を技術的側面から推進するため、総合水産試験場では、各種
研究開発や新たな技術課題に取り組んでいます。

1 現状と成果

　前計画の取組方針に掲げた研究計画における取組の状況や得られた主な成果は、次の
とおりです。

研究計画Ⅰ 持続可能な漁業のための資源評価と管理技術の開発

　水産資源の持続的な利用を図るため、関係研究機関と連携して資源評価や資源管理に
関する技術開発に取り組みました。また、放流による資源増殖技術の開発や環境変化に対
応した藻場造成技術の開発を行いました。

●●水産研究・教育機構等と連携して資源評価対象種の拡大
や評価精度の向上に取り組むとともに、本県特産の重要
魚種について資源調査及び評価を実施し、漁業者による
資源管理の推進に活用されています。

●●定置網漁業者からの要望を踏まえ、各種調査機材を活用
して海底地形や潮流等の調査を行い、その結果を漁業者
に提供することで、漁業の生産性向上に寄与しています。

●●ヒラメやナマコ等の放流技術の改良やDNA標識※を活用したナマコ、ガザミの放流効果
の把握に取り組んでいます。また、トラフグ、クエ、ガザミ等の効果的な放流手法の開発
にも取り組んでいます。

●●南方系ホンダワラ類※、１年生大型海藻及び小型海藻につ
いて、春藻場造成の増殖種としての有効性を検証すると
ともに、小型海藻のウニに対する餌料効果を確認しまし
た。また、春藻場の造成を加速させるため、増殖種の量産
及び母藻の大量供給技術の開発にも取り組んでいます。

●●橘湾及び諫早湾における貧酸素水塊の発生や、有明海等における粘質状浮遊物※に係
る情報を関係者へ提供し、効率的な操業等に役立てられています。

定置網漁場海底地形図

春藻場造成実証試験
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試験研究の取組方針

第 章７
研究計画Ⅱ 養殖業の経営安定化と成長産業化を支える技術開発の推進

　海外のニーズに対応した養殖魚づくりや養殖経営の安定化のための技術開発を行うと
ともに、長崎らしい新たな養殖種の種苗生産及び養殖技術の開発を行いました。

●●従来の全雄トラフグよりも白子が大きく、高い付加価値が期待できる早熟全雄※（第1世
代）を作出し、その種苗を養殖現場に導入して社会実装試験を開始しました。

●●輸出向け養殖マアジについて、生残率を向上させる技術を開発し、手引書を作成して現
場での普及・定着に努めています。また、近年の温暖化に対応しつつ、本県の独自性など
特徴のある養殖魚種として、ウスバハギやハイブリッドサバの種苗生産技術と養殖技術
の開発を開始しました。

輸出向けマアジ養殖の手引き

ウスバハギの種苗生産・養殖技術の開発

●●温暖化に対応したシングルシードマガキ※及びワカメの高水温耐性系統を作出し、現場
普及を行いながら、生産性の向上に取り組んでいます。

●●アコヤガイの外套膜萎縮※や脱核※の発生軽減手法を開発して技術普及を行い、真珠の
安定生産に寄与しました。また、アコヤガイ稚貝の大量へい死対策やマガキの付着生物
対策、アサリの網袋養殖の技術開発に取り組み、成果を漁業者に提供し、生産性の向上
を図りました。

●●藻類養殖の安定的な生産のため、ワカメ及びノリ養殖では、クロダイやカモ類の食害を
軽減させる技術開発、ヒジキ養殖では、種苗の安定供給技術の開発及び現場導入に取
り組みました。

●●養殖用飼料のコスト低減のための低魚粉飼料の有効性の実証や、迅速な魚病の診断及
び対策指導等を行いました。
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研究計画Ⅲ 情報通信技術を活用した漁船漁業・養殖業のスマート化技術の開発

　情報通信技術を活用した漁獲情報の電子的収集システムの構築や、海況予測アプリの
機能強化、赤潮広域監視システムの開発などに取り組みました。

●●電子化された漁獲情報を収集する水揚げ情報データベース※の構築に向けた協議会に
参画し、データベースから効率的に収集した漁獲量情報を活用することで、資源評価の
精度向上に役立てています。また、これまで開発した海況予測モデルについては、対象
海域を拡大し、県ホームページで公開するとともに、スマートフォンでリアルタイムに閲
覧できるアプリを漁業者に配布し、操業に活用されています。

●●赤潮発生の初期段階における注意喚起や、防除などの早期の対応に役立てるため、県
内の養殖漁場周辺の水質を24時間リアルタイムで観測・公表し、生産者に活用されて
います。

赤潮広域監視体制
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研究計画Ⅳ 長崎の特色を生かした水産加工技術の開発と技術支援

　県産魚や県産加工品の販売力を強化するため、多様な消費者ニーズに対応可能な加工
技術の開発を進めるとともに、シイラ等の比較的安価な魚種の付加価値を高める技術開
発及び現場への普及、彼岸ぶり等を用いた商品開発の支援等を行いました。

●●本県らしさをアピールでき、消費者ニーズに合う商品づくりを推進するため、ブリの揚
げ蒲鉾・ハンバーグや、常温で取り扱えるアナゴ煮物のレトルト品の加工技術を開発し
ました。
また、ヒスタミン※を蓄積しない安心・安全な発酵調味料等の加工技術を開発し、魚醤油
等の製造に応用されています。

●●鮮魚による遠方への販売拡大を目指して、大
学等と連携し、長時間の輸送でも鮮度が高く
保持される最適な脱血処理の技術開発を行い
ました。
これらの技術は県内各地の学習会等で周知し、定置網や一本釣りで漁獲されるクエ等
の出荷において活用されています。

●●県北地域で漁獲されるシイラについて、相対的に脂肪量が多い特徴があることを明らか
にするとともに、電子測定機器を使って非破壊で簡易に脂肪量を推定する方法を確立
し、県北地域におけるシイラのブランド化に活用されています。

●●オープンラボ※での指導や現地指導、研修会の開催などを実施し、県内加工業者等の加
工技術の向上を図りました。

アナゴのレトルト品ブリの揚げ蒲鉾

魚醤油発酵中のヒスタミン量の変化

クエン酸などの有機酸でpH調整すると、ヒスタミン（アレル
ギー様の症状を引き起こす）の蓄積を抑制できることを明らか
にしました
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研究計画Ⅴ 研究体制の充実と情報発信

　各分野の課題に応じ、外部研究機関等との連携を強化し、研究を幅広い体制で実施し
ました。また、出前水試※や研修会等で情報発信を行い、新技術の現場への早期定着を図
るとともに、水産業を支える人材を育成しています。

●●ICTを活用した海況予測モデルや赤潮予察技術の高度化など、多様な研究分野の取組
を通じて水産研究・教育機構や水産系大学、工学系など異分野の研究機関や民間企業
と連携した研究開発の体制強化を図りました。

●●試験研究や技術開発と併せて、現場と連携した実証試験に取り組み、社会実装を図って
います。また、試験研究により得られた成果や開発した技術は、出前水試や研修会等に
より周知し、現場課題の早期解決に繋げるとともに、先端技術を活用できる人材の育成
を推進しています。

出前水試の様子
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2 課　題

　海洋環境の変化、本県の水産業をとりまく情勢、これまでに開発した技術やその成
果、情報通信等の新たな技術の普及状況などを踏まえ、今後の課題を次のとおり整理
しました。

■■温暖化等に伴い海洋環境が変化する中、沿岸域では、海況や漁場の把握や高水温等に
対応した藻場の造成、効果の高い放流技術（魚種）が望まれており、ICT等の活用などに
よる海洋環境の把握・提供や資源調査の効率化、資源評価の高精度化などが求められ
ています。

■■温暖化や赤潮、魚病のリスクに対応しつつ、国内外の市場ニーズを踏まえた養殖生産を
支えていくため、高水温環境に対応できるウスバハギやハイブリッドサバ、介藻類の養
殖技術の開発と現場展開、輸出を見据えた新しい養殖魚種の導入や種苗の安定生産・
供給体制の確保が必要です。

■■水揚げされる魚種や漁期の変化、魚の特性等に対応しつつ、産地の特徴を活かした加
工品の製造技術の開発が期待されています。特に、漁獲量が急増しているマイワシにつ
いては、高鮮度の原料から付加価値の高い加工品を生産する技術の開発が望まれてい
ます。また、県産魚や県産加工品の国内外への販路開拓を図るため、品質を科学的に裏
づけしていくことも求められています。

■■漁業や養殖の現場、関係団体等との情報交換や研修会など様々な機会で現場ニーズを
把握し、国や大学等の研究機関、民間企業等と連携した研究体制を構築した上で効率
的に技術開発を進め、現場実証を通じて着実に定着化を図る必要があります。また、研
究や技術開発で得られた成果は、広報誌や研修会等で周知するとともに、先端技術を活
用できる人材の育成を図ることも、引き続き重要な課題です。
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3 取組方針

　温暖化など海洋環境の変化や資源の変動、社会情勢の変化に対応し、本県の水産
業が持続的に発展していくため、資源の管理・増殖や、藻場の造成、赤潮対策、養殖生
産と加工技術の高度化といった重要な課題に対し、国や大学等の外部研究機関や民
間企業と連携しながら効率的に技術開発を行い、早期に現場展開を図ります。

■生産から消費までを見据えた技術的課題の把握
　現地での指導、個別相談への対応、研修会（出前水試等）等を積極的に実施しながら、
生産から消費までを一連とした幅広い視点から現場ニーズを把握します。

■環境変化に対応する研究課題の重点化
　本計画の基本目標で定める施策や取組の方向性を踏まえつつ、環境の変化や現場の
ニーズに迅速に対応していくため、重要性や緊急性、経済性を考慮し、研究課題の重点
化を図ります。

■研究課題を解決するための研究計画の立案と効率的な推進
　重点化した研究課題の着実な解決と現場への定着を目指した研究計画を立案しま
す。また、複数の部所が関連する課題については、共同して研究計画を立案するととも
に、水産研究・教育機構や大学、民間企業等と連携を図り、効率的に研究開発を推進し
ます。

■成果の早期現場展開と確実な定着
　開発した技術は段階的に現場での実証に取り組みます。得られた成果は誰もが閲覧
できるホームページ等により速やかに情報発信を行うとともに、技術を必要としている
現地での指導や研修会の開催等により、現場への普及と確実な定着を目指します。
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4 研究計画

　現状と成果、課題、取組方針を踏まえ、次の４つの研究計画を推進します。

研究計画

Ⅰ 海洋環境や資源の変化に対応した適切な資源管理及び
漁場環境の保全に係る技術開発の推進

Ⅱ 持続的な養殖業の成長産業化を支える技術開発の推進

Ⅲ 国内外への販路拡大を支える技術開発の推進

Ⅳ 技術開発・調査研究体制の強化と情報発信

長崎県総合水産試験場　外観
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